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1 ．�ジャイロトロンシステム20機をITER機構よ
り受託－QSTのこれまでの実績が高評価－

量子科学技術研究開発機構（QST）は ITER機構より20
機のジャイロトロンシステムの追加調達を2025年 5 月に
受託，本年 3月までに設計・製造を行う国内企業 6社（キ
ヤノン電子管デバイス株式会社，ジャパンスーパーコンダ
クタテクノロジー株式会社，京セラ株式会社，東京電子株
式会社，株式会社NAT，株式会社トヤマ）とQSTが順次
契約を締結し，受注企業 6社で2026年 5 月20日に共同プ
レス発表を行った（図 1）．

ITERより受託契約により追加で20機の調達の打診が
あった背景としては，これまでに超伝導コイルや準光学整
合器（MOU）などを含むジャイロトロンシステム 8機を
日本が ITER機構に納品，その実績が ITER機構より高く
評価されたことがあげられ，日本のジャイロトロンに関す
るサプライチェーンの実力による受注と考えられる．新し
いベースラインに沿った計画では，ファーストプラズマに
あたる研究運転開始（SRO）に必要なジャイロトロンシ
ステムの機数は 8機から48機と大幅に増えており，48機
のうち28機が日本のジャイロトロンとなる．
新しく受託したジャイロトロンシステムは前回調達のコ
ピーではなく，ジャイロトロンの出力を1MWから1.2MW
出力を目標とすることで合意している．このため，各機
器は設計改良が必要となっており，ジャイロトロン自体
の設計はすでに1.2MW出力が可能な設計となっているも
のの，これを容易にするための電子銃の改良，MOUにつ
いては，1.2MWに対応できるように胴体部の拡張及び冷
却の強化，MOUの改良に付随してジャイロトロン架台の
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改良が必要となっている．また，システムの一部として
アノード /ボディ電源を納入する予定だが，アノードのス
イッチ部について，ITER機構における火災対応のため，
絶縁油を使用しない仕様に改良を実施する．このような，
設計改良をQST主導の下，各社と議論を重ね実施してい
く予定．

2 ．�ITER用ジャイロトロンのオンサイト試験の
開始

QSTは ITER機構と協力して，輸送したジャイロトロ
ンシステムのオンサイト試験に向けた準備を進めている．
これまでに，ジャイロトロン架台の据付，超伝導コイル
（SCM）の磁場測定及び高精度な位置調整，アノード・ボ
ディ電源の単体試験及びサイト受け入れ試験，制御装置の
試験などを進めてきた．昨年 7月には ITER機構における
最初の加熱装置として，ジャイロトロン 1号機の据付にも
成功しており，プレス発表も行っている．また，装置の健
全性確認として，ジャイロトロンを切り離し，各電源に抵
抗模擬負荷を接続した状態で，欧州調達の主電源，日本調
達のアノード電源，ボディ電源をシーケンス通りに動作さ
せる統合試験も実施し，問題なく動作することも確認し
た．今回，全ての装置の準備が整ったと考え，オンサイト
試験を開始した．まず，最初にジャイロトロンのヒーター
に通電したところ，想定の10倍以上の管内ガスが放出さ
れた．5年間に渡り保管されていた影響と考えられる．そ
のため電圧をかけても電子ビームの引き出しが確認できな
かった．そこで，一旦試験を中断し，2週間程度の時間を
かけてヒーターエージングを行った．これは，ジャイロト
ロンカソードのヒーターを加熱し，電子銃からのガスを出
す運転であり，一週間ほどかけて，管内ガスを正常値まで
下げることができた．この状態で再度電圧を印加したとこ
ろ，所定のビーム電流が流れることが確認できた．6月か
らは，ジャイロトロンの発振試験を開始する予定．

3 ．�ITER機構主催 第 3 回官民合同核融合ワーク
ショップの開催

2026年 4 月27～30日にフランス，サン・ポール・レ・
デュランス市の ITERサイトにおいて，ITER機構主催の
第 3回官民合同核融合ワークショップが開催された．2024
年以降，ITER機構は官民連携による対話の場を継続的に
設けており，第 3回となる今回は，技術課題とその打開に
向けたイノベーション，さらに商用化を加速するための官
民連携の在り方に重点が置かれた．
本ワークショップには，民間企業，研究機関，サプライ
ヤー，業界団体，投資家及びNGO等から約300名が参加
した．今年のプログラムは “Fusion: A Joint Quest” を掲
げ，前半 2 日間は会合形式で，パネル討論，分科会及び図 1　ジャイロトロンシステムの受注各社の担当機器．
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及びボルト締結を経て，クレーン荷重が解放された．
今回のSM#4設置（※ 2）は，ITERベースライン2024
上の予定より前倒しで達成された．真空容器セクターが組
立治具に入ってからピット着地までの期間は，SM#7で7.4
か月を要したのに対し，SM#4では5.5か月まで短縮され
ており，現場での学習効果と手順最適化が着実に成果とし
て現れている．これにより，ITER真空容器は200度分が
組み上がり，機械本体は半分を超えて形を現した．さらに，
6体目のセクターモジュールは2026年夏，7体目は年内の
設置が見込まれている．
このほか，2026年 3 月には真空容器グラビティサポー
トをセクターモジュール#6の下へ挿入するための専用
ツールが実証され，最終位置に対して0.25 mmという高
い精度で据付が完了した．続いて 5 月には，セクター#6
の荷重を支持梁からグラビティサポートへ移す初回の荷重
移行が成功し，今後の全 9セクター同時溶接戦略を支える
基盤が整えられた．また，磁石極低温試験施設では日本製
トロイダル磁場コイルTF07の4K到達と試験準備が完了
し，本格的な電流試験開始の段階に入った．加えて，フィー
ダーの第一段階組立完了，真空容器セクター#3の ITER
サイト到着と#2の秋納入予定など，ITER本体を支える
周辺作業も並行して着実に進められた．これらの進展は，
ITER計画の実現に向けた確かな一歩であり，現場全体に
さらなる加速感をもたらしている．
※ 2…�SM4の設置作業動画は ITER機構YouTubeにて公

開されているので参照されたい．
h t t p s : / / y o u t u . b e / Y J d H J c h K L B 4 ? s i =�
0RR6sWvitSwuPUYo

5 ．�国際核融合プロジェクトITERの重要工程に
おける日本の役割を拡大

～QSTの実績が認められ，ツール開発・調達の取決めを
締結して初期組立へ更なる貢献～

QSTは ITER機 構 と の 調 達 取 決 め（Procurement 
Arrangement: PA）に基づき，ITERのブランケット初期
組立（図 4）に用いられるツール類の製作を進めている

ネットワーキングが行われ，ITERの建設・組立経験に基
づくプロジェクトマネジメント，長年の技術課題に対する
革新技術の適用，商用核融合へのロードマップ等について
活発な議論が交わされた．後半 2日間にはサイト見学が実
施され，大型部品搬送ロボット「ゴジラ」の稼働状況や，
磁石極低温試験施設におけるクライオスタット閉鎖など，
ITER計画の最前線が紹介された（図 2）．
開会にあたり，バラバスキ機構長は，ITERは自らの計
画遂行にとどまらず，民間セクターを支援し，フュージョ
ンエネルギー実現の加速にも貢献したいとの考えを示し
た．また，ITERが長年にわたり蓄積してきた技術的経験，
知見及び試運転経験は，官民を問わず今後の核融合開発全
体に資するものであることが強調された．加えて，2024
年及び2025年の対話の積み重ねを通じて，ITER機構内に
はPrivate Sector Fusion Engagement Project（※ 1）が
整備され，民間との知見共有の仕組みが強化されたことも
紹介された．今回のワークショップは，核融合エネルギー
の実用化に向け，官民双方が補完的に役割を果たしていく
重要性を改めて印象付ける機会となった．
※ 1…�Private Sector Fusion Engagement Project（民間

セクター連携プロジェクト）の詳細は，専用ペー
ジ Private Sector Fusion Engagement Project を
参照されたい．

4 ．�ITER建設現場における組立作業・試験準備
の着実な進展

前回の報告（ITERだより116号）に引き続き，2026年
春以降も ITERサイトでの組立・試験準備が着実に進展し
た．なかでも，2026年 5 月27日にはセクターモジュール
（SM）#4のトカマクピットへの設置が完了し，真空容器
プラズマチャンバーを構成する 9体のうち 5体目が所定位
置に到達した．今回の吊り込みでは，事前確認・試験に 9
時間，ピットへの移送に12時間，着地・位置合わせに15
時間を要する慎重な作業の末，約1,400トンのSM#4を所
定の位置に安全に降ろした（図 3）．最終段階では，グラ
ビティサポートとの整合，多軸油圧テーブルとの接触確認

図 2　ITER建設・組立の経験に基づくプロジェクトマネジメン
トのセッションには多くの参加者が集まり，会場は満席と
なった（ITER機構提供）．

図 3　約 1 ,400トンの荷重を36時間かけて慎重に移送・着地させ，
真空容器プラズマチャンバーの 5体目のセクターモジュー
ルが据え付けられた（写真：ITER機構提供）．
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い構造）を用いるため，遮蔽ブロック側の配管が開放され，
真空容器内の気密性確保が課題となる．当初は真空容器上
部ポートでの封止が想定されていたが，2025年10月の検
討において，遮蔽ブロック内配管に仮設プラグを設置する
方針へと変更された（図 6）．これに伴い，設置及び除去
に対応する溶接・切断ツールの新規開発が求められた．こ
れらのツールについては，QSTの遠隔保守分野で培って
きた技術実績（図 7）が評価され，効率的な開発が可能と
見込まれたことから，ITER機構からの要請を受け，両者
の間で有償のTA締結に至った．
対象ツールは，遮蔽ブロック側の冷却配管部に仮設プラ
グを設置して溶接する溶接ツール及び，溶接が失敗した場
合に再溶接を行う前工程として必要となる切断ツールから
なる．QSTはこれらツールの設計，製作及び検証試験を
実施し，2028年中に ITERサイトに搬入する予定である．
本TA締結により，従来のPAでは対象外であった領域
にも役割を担うこととなり，日本の貢献範囲は拡大した．
さらに貢献を拡大する意欲を示すとともに，日本における
核融合炉建設に応用可能な知見の獲得をめざすこととして
いる．
プレス発表の詳細は ,下のQSTプレスリリースを参照さ
れたい．

https://www.qst.go.jp/site/press/20260611.html
� （量子科学技術研究開発機構　量子エネルギー分野）

（ITERだより117号掲載）．その後の検討により新たに必
要となった初期組立用仮設プラグ溶接・切断ツール（図 5）
の開発・調達に関するタスク取決め（Task Agreement: 
TA）を2026年 4 月23日に締結したことを受け，同年 6月
11日にプレス発表を行った．本稿では，本TA締結の背景，
対象となるツール，TAの意義及び今後の計画などプレス
発表の概要を紹介する．
ブランケットは，プラズマに直接向き合う第一壁と，そ
の背後で中性子遮蔽を担う遮蔽ブロックから構成される．
初期組立後の研究運転では，仮第一壁（冷却配管を有しな

図 4　ブランケット初期組立作業．

図 5　仮設プラグ溶接ツール．

図 6　仮設プラグによる閉塞位置．

図 7　遮蔽ブロック用配管同軸コネクタ溶接ツール．


